
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かとう知っとこ情報（第 121 版） 

ホームページ・Instagram・Facebook でも情報発信中！ 
発行日：令和 6年 6月 20 日 
発 行：加 東 市 商 工 会 

1 応募要件   

次の（１）～（３）のすべての条件を満たし、申請日時点で既にＳＤＧｓの取り組みを実施し、公表していることが必要です。  

（１）基本要件  

兵庫県内に事業所を有し、原則として保証協会の保証対象業種に属する中小企業や産地組合、又は中小企業を構

成員とする業界団体  

（２）資格  

①県税等に未納がないこと。  

②暴力団排除条例（平成 22 年兵庫県条例第 35 号）第２条第１号に規定する暴力団、又は第３号に規定する暴力団員

に該当しないこと。  

③法令違反もしくは公序良俗に反する行為がないこと。  

（３）ＳＤＧｓ関係（宣言内容等）  

①目指すゴールを１つ設定すること。  

②目指すゴールと自社の活動との関係（ゴールの選択理由等） を明らかにすること。  

③ゴールの達成に向けた具体的な取組み（ターゲット等）を設定すること。  

④上記①～③の取組をホームページ等により公表していること。 

２ 申請期間  令和 6 年 7 月 5 日(金)～7 月 26 日(金)  

  ※6 月 17 日（月）より期間前の申込みが可能となっています。 

３ 申請方法 下記のホームページから電子申請してください。 スマートフォンからも申請が可能です。 

https://web.hyogo-iic.ne.jp/sdgs/about   

ひょうご産業ＳＤＧｓ推進宣伝事業 第 7 回登録企業募集！ 

「ひょうご産業ＳＤＧｓ推進宣言事業」とは、SDGs の達成に向けて取り組む県内中小企業等の宣言内容を登録・集約し、広く

社会に公表することにより、企業等の取り組みを支援する制度です。 

 

 

 

登録企業のメリット 

・登録証が交付されます 

・ひょうご産業活性化センターのホームページで登録企業を紹介します 

・専用ロゴマークを使用できます 

・SDGsの推進に関して、専門家派遣による経営支援を受けることができます（1/2 負担、最多 8 回まで） 

・兵庫県信用保証協会の保証料率の割引があります 

 

 

 

中小企業省力化投資補助事業 

交付申請期間 

第 1回公募回 

受付開始日 2024年 6月 25日（火） 

申請締切日 2024年 7月 19日（金）予定 

採択・交付決定日 2024年 8月下旬予定 

 

中小企業省力化投資補助金とは、ロボットなどの付加価値額向上や生産性向上に効果的な汎用製品を「製品カタログ」から

選択・導入することで、中小企業等の付加価値や生産性の向上、さらには賃上げにつなげることを目的とした補助金です。 

※詳細は「公募要領」をご確認ください。 

application_guidelines.pdf (smrj.go.jp) 

https://web.hyogo-iic.ne.jp/sdgs/about
https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/application_guidelines.pdf


                           

 

 

 

                                                       

                                       

                                         

 

 

 

 

 

                                                   

                                                                                                    

 

             

                                                              

                                                                                      

                                                                                                  

                                            

 

 

 

                                          

                                                           

                                                                                                    

                                                                                                    

                                                                                                    

 

                                          

   

 

 

 

 

 

 

                                                                                             

個人事業税のお知らせ 

来年度以降は収受印に代わる公的証明書の取得や

確認手段として、国税庁からは次の５つの方法が提

示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

【お問合せ】 加東市商工会  TEL 0795-42-0253 

 

  

 

加東市商工会では、今年度も事業所健診の実施

を、11月上旬に予定しています。 

つきましては、6 月下旬に事前申込の案内を郵送

しますので、受診を希望される事業所は是非とも、事

前申込をお願いします。 

 また、正式な申込案内は 8 月中旬に、ご案内いた

します。【お問い合せ】  

加東市商工会 業務推進課 TEL 0795-42-0253 

 これまで、書面提出による確定申告をされている方

は、税務署への提出時に「控」に提出年月日が記さ

れた「収受印」が押され、提出の証明とすることができ

ました。しかし、この度、国税庁より「確定申告書への

控えに対し、令和７年１月から収受印の押捺を廃止す

る」と発表がありました。 

このため、令和７年１月以降の確定申告からは、「控」

への収受印がもらえなくなります。 

 

 令和 6年度の個人事業税の納期限は… 

・第 1期分  9月 2日（月） 

・第 2期分 12月 2日（月） です。 

納付書は第 1期分、第 2期分をあわせて送付されます。 

（年税額 1万円以下は第 1期のみ） 

期のみ） 

1. 正社員である者 

2. 日本学生支援機構の奨学金を受給し、返済義務のある者 

3. 申請時点で県内事業所に勤務する者 

4. 40歳未満の者（申請年度末時点で 39歳以下の者） 

【お問い合わせ】 

 兵庫県加東県税事務所 課税第１課 TEL 0795-27-8727 

  厚生労働省において、我が国の毎月の雇用、給

与及び労働時間の実態を把握し、各種行政施策に

利用することを目的として、「毎月勤労統計調査」が

実施されます。対象となる事業所には、7月下旬から

9月にかけて統計調査員が訪問し、調査の依頼があ

ります。調査対象となる事業所の皆様にはご負担を

お願いすることになりますが、調査にご協力いただき

ますようご案内いたします。  厚生労働省・兵庫県 

令和 5年 4月から納付書に印字される地方税統一QRコード（eL-QR）を利用して、スマートフォン決済アプリや

クレジットカード、インターネットバンキングなど、さまざまなお支払い方法がお選びいただけるほか、全国の地方税

統一 QR コード対応金融機関等の窓口や ATM での納税も可能になりました。 

スマートフォンで納付書の QR コード（eL-QR）を読み取ると、決済アプリなどで、いつでも・どこでも・簡単に 納

付いただけます！ 

※ご利用方法など、詳しくは兵庫県 HPをご確認ください。  

コンビニエンスストア、ATM、金融機関、県税事務所などでも納付いただけます。 

※コンビニエンスストア、ATM は納付書 1枚あたり納付額が 30万円まで 

①e-Taxによる申告・申請手続き 

②申告書等情報取得サービス（オンライン請求のみ） 

③保有個人情報の開示請求 

④税務署での申告書等の閲覧サービス 

⑤納税証明書の交付請求 

 

 

来年の申告から確定申告書（提出用）だけを提出。 

（控）については各自保管し提出年月日を記録。 

 


